
［大学等研究 
  機関・行政（PEC、 
  石油公団）］ 
 ●●技術開発に 
 　　おける協働 

【社会・地球環境】 

　　　　 産油国 

［政府］ 
 ●利権協定・操業協定 
 ●納税と公共サービスの受益 

［国営石油会社］ 
 ●石油の購入 
 ●●●技術協力・人材育成支援 

［従業員］ 
 ●●雇用と労働 
 ●●HSE（環境安全衛生マネジメント） 

［社会全般］ 
 ●環境負荷と環境保全 
 ●●環境・社会貢献 

原油・石油製品の 
　  海上輸送 
■コスモタンカー（株） 
■その他　1社 

［同業他社］ 
 ●競争と 
 　各分野での 
 　協調 

［日本経済団体 
  連合会］ 
 ●●●企業行動憲章 
 ●地球環境憲章、 
 　環境自主行動計画 

［行政（石油公団）］ 
 ●備蓄・開発 
 　における協働 

［行政（JCCP＊４/ 
  NEDO＊５/ 
  JICA＊６等）］ 
 ●●●海外協力 
 　　　における協働 

［業界団体 
（石油連盟等）］ 
 ●●●業界活動に 
　 　　おける協働 
 ●環境自主 
　 行動計画 

［新日本石油］ 
 ●●業務提携 

  不動産売買の 
 仲介および賃貸 
■コスモ総合開発（株） 
■その他　2社 

   技術研究 
■（株）コスモ石油 
　技術研究所 
■その他 　1社 

【コスモ石油】 
 　　　   原油・石油製品の輸出入、石油精製、石油製品販売、不動産販売および賃貸 

本　社 支　店     ：札幌、仙台、東京、関東、名古屋、大阪、広島、高松、福岡 

製油所　 ：千葉、四日市、堺、坂出 中央研究所 

原油・石油製品の 
　　輸出入 
■コスモオイルインター 
　ナショナル（株） 
■英国コスモ石油（株） 
■その他　1社　 
■その他　1社 

［石油コンビナート各社］ 
 ●●●取引/協働/提携 

［地域社会］  
 ●地域振興 
 ●環境負荷と環境規制・協定 
 ●●●取引/協働/提携 
 ●●地域貢献活動 

【コスモ石油グループ】 

◎会社概要 
●商号：コスモ石油株式会社 ●本社：東京都港区芝浦一丁目１番１号東芝ビル ●電話：０３-３
７９８-３２１１ ●発足年月日：１９８６年（昭和６１年）４月１日 ●資本金：５１８億８,６８１万６,１２６円 
●主な事業：石油精製・販売 ●売上高：１６,８０９億円 ●経常利益：９１億円 ●当期純利 
益：２８億円 ●沿革：１９８６年４月１日大協石油株式会社、丸善石油株式会社および両社の精
製子会社である旧コスモ石油株式会社が合併し、コスモ石油株式会社を発足。１９８９年ア
ジア石油株式会社を合併 ●従業員数：１,８３７名 ●従業員平均年齢：４１歳１１ヶ月 ●従業
員年間給与：８,６６２千円 ●サービスステーション数：5,２７２ヵ所 ●販売状況（単位千kL・ 
千t）：ガソリン・ナフサ／17,135、灯油・軽油／１４,４４４、重油／１０,４６１、その他／３,１９５ 
●主な販売先：コスモ石油特約店、公益事業法人、需要家、その他（主に日本国内） 

５ 

エネルギーの安定供給という社会的責任を果たすために、 
ステークホルダーとの良好な関係づくりに努めています。 

事業の概要とステークホルダー 

＊１ ２００１年の消費量は５,４２７千バ

レル／日。これは世界の消費量の 

７.２%に相当し、アメリカの２６.１%に

次いで２番目の消費量です。 

＊２ 平成１４年石油資料（石油通信

社）より 

＊３ 石油関税および揮発油税、地

方道路税、軽油引取税、石油ガス税、

航空機燃料税、石油税。 

日本の石油事情 

　日本のエネルギーの約５０%が、石油によって

まかなわれています。日本は世界で２番目＊１の石

油消費国ですが、９９.７%を輸入に依存しています。 

　日本国内には２２社＊２の石油精製・元売企業

があり、年間売上高は１７兆７，８２１億円（２００１年

度）＊２です。当社は燃料油合計では１３.６%（業界

３位）を占めています。 

　また、日本の石油製品には、７種類の石油諸

税＊３がかけられています。２００３年度の予算ベー

スでは、これらの税収は４兆８,９００億円と見込ま

れており、約８７%が道路・空港等整備に、約１３

%が石油をはじめとするエネルギー関連の対策

原油の開発・生産 
■アブダビ石油（株） 
■ムバラス石油（株） 
■合同石油開発（株） 
■その他　1社 
■その他　3社 

        貯蔵 
■北斗興業（株） 
■扇島石油基地（株） 
■沖縄石油基地（株） 
■その他　2社 
■その他　2社 

事業のフローとステークホルダーとのかかわり 



　　　  コスモ石油グループ 
■連結子会社　　　　　　 計  27社 
■非連結子会社と関連会社  計107社 
●：環境側面でのかかわり 
●：社会側面でのかかわり 
●：経済側面でのかかわり 

［お客様］ 
（個人のお客様/企業等組織のお客様） 

（車輛・家庭用のお客様/工場・業務用のお客様） 

 ●商品サービスの提供 
 ●●顧客の安全衛生 
 ●●●カスタマーセンター 
 ●●●ホームページ 

［特約店・販売店］ 
 ●商品サービスの販売 
 ●●●コスモ・オンライン 
 　　　での情報交換 
 ●●コスモ会（特約店会） 
 　　での情報交換 
 ●●教育啓発 

    荷役・運送 
■コスモ海運（株） 
■坂出コスモ興産（株） 
■東京コスモ物流（株） 
■その他　  4社 
■その他　15社 

 工事・保険・リース等 
■コスモエンジニアリング（株） 

■（株）コスモトレードアンドサービス 

■その他　  2社  

■その他　29社 

［JCAP（PEC）＊７］ 
 ●●行政、石油業界、 
 　　自動車業界による 
 　　大気環境改善策 
 　　の検討 

［自動車業界］  
 ●●JCAP等 
 　　での協働 

［取引先］  
 ●商品 
　 サービスの購入 
 ●●グリーン購入 

［協力会社］  
 ●商品 
　 サービスの購入 
 ●●教育啓発 

　石油製品の販売 
■コスモ石油ガス（株） 
■コスモ石油ルブリカンツ（株） 
■コスモアスファルト（株） 
■コスモ石油サービス（株） 
■東洋国際石油（株） 
■その他　5社 
■その他　50社 

  石油化学製品 
     製造・販売 
■コスモ松山石油（株） 
■丸善石油化学（株） 

  潤滑油製造 
■コスモ石油 
　ルブリカンツ（株） 

 行政 
［国（経済産業省等）］ 
 ●納税と公共サービスの受益 
 ●●●法規制 
［自治体］ 
 ●納税と公共サービスの受益 
 ●●●法規制 

      ［株主・投資家・ 
        金融機関・格付機関］ 
●資金調達、配当支払 
●アナリスト、投資家説明会 
●●●株主通信とアンケート 
●●●ホームページ 
 

      ［社会的責任投資家］ 
●●●社会的責任活動に関する 
　　　コミュニケーション 

［従業員］ 
  ●●雇用と労働 
  ●●環境・社会貢献活動での協働 
  ●●●経営協議会 
  ●●●労使協議会 
  ●安全衛生委員会 
  ●人権研修 
  ●●●階層別研修 

［NPO］ 
 ●●●環境・社会貢献 
 　　　活動における協働 

［途上国］ 
 ●●● 
「ずっと地球で暮らそう。」 
 プロジェクトによる貢献 

［社会全般（未来をになう子どもたちなど）］ 

  ●●環境・社会貢献活動 
  ●●●環境報告書とアンケート 
  ●子供への環境教育 
  ●環境広告による教育啓発 
  ●●●ホームページ 

［コスモ・ザ・カード「エコ」会員］ 

 ●●●「ずっと地球で暮らそう。」 
 　　　プロジェクトにおける協働 

［SS 
（サービスステーション）］ 
 ●●●教育啓発 

６ 

事業の概要とステークホルダー 

に使われます。さらに消費税約７，６００億円を加

えると、石油にかかる税金は約５兆６，５００億円

になります。 

コスモ石油グループの事業活動 

　エネルギー産業の使命は、エネルギーの安定

供給と、LCAの視点で環境負荷の少ないエネ

ルギーを提供することにあります。当社は、石油

の安定供給を図るために、アブダビ首長国をは

じめとする産油国との友好的な関係づくりに努

める一方、日本国内では、お客様、株主、取引先、

環境社会貢献活動を共に推進するNPO、さらに

は海外を含む支援先といった様々なステークホ

ルダーの皆様とともに活動を展開しています。 

＊４ ３７ページを参照。 

＊５ ３７ページを参照。 

＊６ ３７ページを参照。 

＊７ １３ページを参照。 




